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「三田学会雑誌」91卷 4 号 （1999年 1 月）

--------------------------

均衡蓄積軌道について

寺 出 道 雄

( 1 ) は じ め に

本稿では，「均衡蓄積軌道」（置 塩 〔1976〕）
の安定性について考える。均衡蓄積軌道とは， 

生産財生産部門と消費財生産部門からなる2 
部門の資本主義経済を想定したときに，その 

両部門の資本の増大率が均等であり，かつ， 

その資本の増大率が労働力人口の増大率とも 

等しいような資本蓄積の経路である。賃金率 

の変化が，雇用率， したがって，失業率の変 

動に規定されるとすれば，そこでは，資本の 

増大率が労働力人口の増大率とも等しいのだ 

から，技術進歩が存在しないとして，労働者 

の賃金率は一定であることになる。

そうした資本蓄積の経路を歩む2 部門の経 

済が，雇用率は均衡蓄積軌道上と同一の値を 

保つものの，両部門の資本の増大率が異なる 

状態に陥ったときに，雇用率をその一定の値 

に保ちながら， もとの均衡蓄積軌道に復帰す 

ることができるであろうか， という問題を考 

えることが，本稿の目的なのである。

本稿で設定された問題は決して目新しいも 

のではないし，その結論もそうである。それ 

は，S h i n k a i〔1960〕以来の検討を再確認す 

るものとなる。 しかし，本稿では，均衡蓄積 

軌道の安定性の条件について分かりやすく説 

明することが目指される。以下， （2 ) で問 

題を考えるための簡単な枠組みを設定し，

( 3 ) で問題を考察する。なお，本稿は，寺 

出 〔1998〕の続編であるので， ( 2 ) の叙述 

はその参照をもとめて簡単なものとする。

( 2 ) 設 定

1 固定係数型の生産関数をもつ，生産財 

と労働の投入によって生産財を産出する部門 

(生産財生産部門。以下，下添字 1 でしめす。） 

と，生産財と労働の投入によって消費財を産 

出する部門（消費財生産部門。以下，下添字2 
でしめす。）からなる 2 部門の資本主義経済 

を考えよう。そこで，生産財は，耐用期間が 

極めて長く，損耗を無視できるような固定資 

本として機能するとする。
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また，経済の生産物は，資本家の利潤と労 

働者の賃金として分配されると考える。その 

場合，資本家は，自己の利潤のうち，所与で 

一■定である，

0 < 5 < 1
であるようなS (貯蓄率）の割合を投資にあ 

て，残りの 1 —S (消費率）の割合を消費に 

あてるとする。他方，労働者は，その賃金の 

すべてを消費にあてるとする。

そうすると，生産財生産部門，消費財生産 

部門の利潤率をそれぞれれ， r2, 消費財が同 

時に貨幣財であるとして，消費財の量で表現 

された生産財の価格を九同じく消費財の量 

で表現される労働者の実質賃金率をw で表 

すと，

p n  +  Ci w = p d i  (1)
p r 2+  C2W =  d 2 (2)

s ( r i  +  r 2k) =  di  (3)
が成立することが，この経済の短期均衡の成 

立を意味することになる。ここで，C iはそ 

れぞれの部門の労働の資本装備率の逆数を意 

味し， めはそれぞれの部門の資本係数の逆 

数を意味する。それらは，所与で一定である。 

なお，Q と c2 の値は等しくないとする。ま 

た，々は，資本量の部門間比率，すなわち，

消費財生産部門の資本量，生産財生産部門の 

資本量をしめしている。

一方，労働力人口の増大率は，正の値をと 

る n で所与で一定であるとする。そして， 

実質賃金率の変化は，雇 用 率 （したがって， 

失業率）の変動に規定されることになると考 

える。その場合，雇用率の変動そのものは， 

労働力人口の増大率の大きさと，労働力需要

の 増 大 率 i L DlLD) の大きさに規定されるか 

ら，賃 金 率 の 単 位 時 間 当 た り の 変 化 率  

( w / w ) は，

— = n)  ; V (0) =  0, ¥ ，>Q  (4)

でしめされることになる。労働力需要の増大 

率が労働力人口の増大率を上回るときには， 

労働者の実質賃金率は上昇し，逆のときには 

逆になるとするのである。

他方，両部門の利潤率が異なるときには， 

資本家は，それぞれの部門で形成された貯蓄 

を，より大きな利潤率の実現を目指して，よ 

り大きな利潤率の実現が可能な部門の資本量 

の，そうでない部門の資本量に対する比率を 

高めるように投資すると考える。すなわち， 

資本量の部門間比率んの単位時間当たりの 

変 化 量 を と し て ，

k  =  (P(r2 — n )  ; (P(0) =  0, 0 f >O. (5)
となるとするのである。消費財生産部門の利 

潤 率 r2 が生産財生産部門の利潤率n を上回 

るときには，々は増大し，逆のときには逆に 

なるのである。

2 ここで，

n  =  r 2 =  r*  
s r *  =  n

を満たすような利潤率が存在するとしよう。

そうすれば，（1 )，（2 )，（3 ) から，そうした 

均等利潤率 r * に対応する， w *，k \ グが  

決定される。

資本の損耗が無視できるときには，それそ、 

れの部門の資本の増大率は s n でしめせるか 

ら，そこでは，両部門の資本の増大率は sr*
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でしめせることになる。両部門の資本の増大 

率が等しいときには，経済の平均的な労働の 

資本装備率は変化しないから，資本の増大率 

は労働力需要の増大率に等しくなり，さらに， 

それが労働力人口の増大率に等しいのである 

から，

— = 0

が成立することになる。

また，そうした r * の存在のもとでは，両 

部門間での資本の流出入の誘因も存在せず， 

資本量の部門間比率は，ある部門で形成され 

た貯蓄が他の部門で投資される関係を考慮、に 

いれても変化せず，

k = 0
も同時に成立することになる。

(4 )， （5 )が同時にゼロになれば，経済は， 

r* ,  w*, k * , ダが存在する状態から変化 

しない。以上のような r * の成立が，この経 

済が，’均衡蓄積軌道上にあることを意味する 

のである。

それでは，そうした資本蓄積の経路を歩む 

2 部門の経済が，いったん均衡蓄積軌道から 

乖離したなら，事態はどうなるであろうか。

この問題はさまざまに定式化可能であるが， 

ここでは，先にふれたように，経済が，雇用 

率は均衡蓄積軌道上と同一の値（完全雇用の 

場合を含むにせよ，それに限定されない）を保 

つものの，両部門の利潤率， したがって，資 

本の増大率が異なる状態に陥ったときに，雇 

用率をその一定の値に保ちながら， もとの均

衡蓄積軌道に復帰することができるであろう 

か， という問題として設定してみよう。簡単 

化のために，賃金率の変化が資本の増大率に 

与える影響を捨象するのである。

(3 ) 均衡蓄積軌道の安定性

1 と こ ろ で ，労 働 力 需 要 の 増 大 率  

{ L d/ L d) は，

L D S K C i n  +  C2r 2k )

L d  C i + C i k

でしめされる。

したがって， （4 )は，

1 = W (s(ciri + c2r2k ) 打）

W ' C i + C2R '

となる。

そこで，

— = 0

が成立することは， （3 ) を考慮すれば，

— 尨 が (6)

でしめされ，

= sci(c2—  ci)(dj —  n) ⑵

であることになる。

k = 0

が成立することは， （5 )および ( 3 )から，

r2̂  s(l +  k) ⑶

でしめされ，

( 1 ) この設定の意味については，本稿の末尾でふれることにする。
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であることになる。

ここで， （9 )の符号は必ず負であるが， (7) 
の符号は，C2 — Q の符号と， d i —n の符号に 

依存することになる。 ところで，現実の経済 

で，資本係数は通常1 桁台の値をしめすが， 

人口の年増大率はたかだか小数点以下第2 位 

台の値しかしめさない。 したがって，この仮 

想的な経済でも，生産財生産部門の資本係数 

の逆数である山 は小数点以下第 1 位台の値 

をしめし，労働力人口の増大率は小数点以下 

第 2 位台の値をしめすとすれば，

—w >  0
となる。そうすれば， （7 )の符号は， c2—Cl 
の符号に依存することになり， c 2 —q の符号 

が正であれば，すなわち，生産財生産部門の 

労働の資本装備率が消費財生産部門の労働の 

資本装備率より大きければ， （7)は正の値を 

とり， c2_ C lの符号が負であれば，すなわち， 

消費財生産部門の労働の資本装備率が生産財 

生産部門の労働の資本装備率より大きければ， 

( 7 )は負の値をとることになるのである。 

以上のことを念頭において，まず，

石= 0
の成立をしめす（8 ) を図に書き込めば，図 1 
のようになる。

そのとき，

r 2> n
が，すなわち，

n > ^ { l  +  k)

が成立する領域では，

図 1

k >0

となり，逆の領域では逆のことがおきるから， 

⑶をしめす曲線の上部の領域では k が増大 

する運動が，下部の領域ではんが減少する 

運動が存在することになる。

また， （6 )の成立をしめす曲線と， （8)の成 

立をしめす曲線を， c2 — q の符号に応じて1 
つの図に書き込めば， c2—C iが正である場合 

は図 2 に， c2—C lが負である場合は図3 にな 

る。そこで， （8)の成立をしめす曲線は普通

図 2

cAdi — n)
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図 3

の線で， （6)の成立をしめす曲線は太線でし 

めされている。

図 2 ，図 3 における， （6 ) と（8)をしめす曲 

線の交点，五* 点は，

! = 0

k ^ O
が同時に成立する点であるから，

sr"  =  n
が成立し，w *， k * , グが存在する点，すな 

わち，均衡蓄積軌道上の点を意味している。

2 さて，以上の準備のもとで，「両部門 

の資本の増大率が均等であり，かつ，その資 

本の増大率が労働力人口の増大率とも等しく， 

雇用率が一定に保たれ，技術進歩が存在しな 

いとして，労働者の実質賃金率が一定である 

ような資本蓄積の経路を歩む2 部門の経済が， 

雇用率はその一定の値を保つものの，両部門 

の資本の増大率が異なる状態に陥ったときに，

雇用率を一定に保ちながら， もとの均衡蓄積 

軌道に復帰することができるか」 という問題 

を考えていこう。

i ) C2—C i < 0 の場合

この場合，雇用率は一定なのであるから， 

経済は常に（6 )の成立をしめす曲線上にある。 

そうした条件のもとで，経済が両部門の資本 

の増大率， したがって，利潤率が異なる状態 

に陥ったということは，例えば経済が図2 の 

メI 点，あるいは，万点のところにあるとい 

うことである。 しかし，先に図 1 によって見 

たように， （8)をしめす曲線の上部の領域で 

は々が増大する運動が，下部の領域では々 

が減少する運動が存在する。そうすれば，A  
点にある経済は， （6)の成立をしめす曲線上 

を々がより小さくなる方向へ，万点にある 

経済は， （6)の成立をしめす曲線上を々がよ 

り大きくなる方向へ進むことになる。経済は， 

均衡蓄積軌道上の点，五*点に接近していく 

ことになるのである。この場合には，E * 点 

は，経済の安定な長期均衡点であることにな 

る。

i i ) C2—C i> 0  の場合

この場合も，経済は常に（6)の成立をしめ 

す曲線上にある。そうした条件のもとで，経 

済が両部門の資本の増大率， したがって，利 

潤率が異なる状態に陥ったということは，例 

えば経済が図 3 の 点 ，あるいは，S '点 

のところにあるということである。 しかし， 

この場合にも， （8)をしめす曲線の上部の領 

域では A が増大する運動が，下部の領域で 

は々が減少する運動が存在する。そうすれ 

ば， 点にある経済は， （6)の成立をしめす
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曲線上を々がより大きくなる方向へ，B r点 

にある経済は， （6)の成立をしめす曲線上を 

々がより小さくなる方向へ進むことになる。 

経済は，均衡蓄積軌道上の点，五*点からま 

すます離れていってしまうのである。この場 

合には，五* 点は，経済の不安定な長期均衡 

点であることになるのである。

したがって，「均衡蓄積軌道を歩んでいた 

2 部門の経済が，雇用率は一定の値を保つも 

のの，両部門の資本の増大率が異なる状態に 

陥ったときに，雇用率をその一定の値に保っ 

たまま， もとの均衡蓄積軌道に復帰すること 

ができるか」 という問いに対する答えは， 

c 2 —C lの符号が負の場合，すなわち，消費財 

生産部門の労働の資本装備率が，生産財生産 

部門の労働の資本装備率より大きいときには， 

それは可能であるが，C 2 -C 1の符号が正の場 

合，すなわち，生産財生産部門の労働の資本 

装備率が，消費財生産部門の労働の資本装備 

率より大きいときには，それは不可能である 

ということになる。

以上 2 つの場合とも，雇用率が変化しない 

ため賃金率切は変化しないものの，両部門 

の利潤率が異なるために，より高い利潤率の 

実現を目指して，資本量の部門間比率々を 

変えるような資本家の投資動が作用する。 

そうした資本家の投資行動が，いったん五* 
点から乖離した経済を，あるいは五*点に復 

帰させ，あるいは五*点への復帰をはばむこ 

とになるのである。

すなわち，消費財生産部門の労働の資本装 

備率が，生産財生産部門の労働の資本装備率 

より大きいときには，より高い利潤率の実現 

をもとめて，々の値を変化させていく資本家 

の 投 資 動 は ，初期の時点において存在する， 

々の値のk * からの乖離を解消する運動をう 

みだすことになる。 しかし，生産財生産部門 

の労働の資本装備率が，消費財生産部門の労 

働の資本装備率より大きいときには，々の値

の々*からの乖離を拡大する運動がうみださ
( 2 )

れることになるのである。

ここで， （1 ) を変形して，

を， （2 ) を変形して，

をもとめられる。々の変化をうながす，生産 

財生産部門の利潤率 n および消費財生産部 

門の利潤率 r2 の変化は，生産財の価格 p の 

変化を通じておこなわれるのである。

r2がハを上回るときを考えてみよう。そ 

のとき，資本家がより高い利潤率の実現を目 

指して，資本量の部門間比率々を増大させ 

るような投資行動をとれば，生産財の産出量 

に対する消費財の産出量の比率は増大する。 

その結果，当初々が々*より小さい値をとる 

図 2 の 4̂ 点を出発点とする場合のように， 

消費財の生産財に対する相対価格の低下（す 

なわち，p の上昇' ) がうまれ， r2 が 低 下 （n

( 2 ) 本稿では，賃金率が結果的に一定である事態を想定しているから，寺 出 〔1998〕でしめしたよう 

に，資本家の貯蓄率は，ゼロより大で1 より小でなければならない。
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が上昇）していけば，々は増大するもののそ 

の増大はいずれ止み，経済は長期均衡点五* 
に復帰する。 しかし，当初々が々*より大き 

い値をとる図3 の点 を 出 発 点 と す る 場 合  

のように，消費財の生産財に対する相対価格 

の 上 昇 （すなわち，力の低下）がうまれ， r2 
が 上 昇 （n が低下）していけば，々の増大は 

つづくことになり，経済は長期均衡点E * か 

らの乖離を一層増大させていってしまうので 

ある。

後者の場合，そうした々の長期均衡点で 

成立する値々* からの乖離の拡大は，やがて， 

生産財生産部門ないし消費財生産部門の利潤 

率をゼロにしてしまい，経済の 2 部門経済と 

しての存立の条件を失わせることになる。 

すなわち， （3 ) を変形して，

n = —1 rzks

をもとめることができる。々の増大（減少） 

が r ! の 上 昇 （低下）と結びつくときには， k  
の増大， r2 の上昇は， n を低下させ，利潤 

率の部門間での格差を増大させながら， n  
をゼロとすることに帰結していくし，々の減 

少，厂2 の低下は， n を上昇させ，やはり利

潤率の部門間での格差を増大させながら，厂2
( 3 )

をゼロとすることに帰結していくのである。

3 さて，以上のような，均衡蓄積軌道の 

安定性ないし不安定性は，両部門の労働の資

本装備率の大きさ如何によって決定されると 

いう結論はどのような意味をもっているので 

あろうか。

本稿の冒頭でふれたように，均衡蓄積軌道 

とは，生産財生産部門と消費財生産部門の両 

部門の資本の増大率が等しく，かつ，それが 

労働力人口の増大率とも等しいような資本蓄 

積の経路であった。 したがって，資本蓄積経 

路が，その均衡蓄積軌道から乖離していると 

いうことは，意味のある分類としては，

①両部門の資本の増大率， したがって，利 

潤率は相互に異なっているが，両部門の総計 

での労働力需要の増大率は，労働力人口の増 

大率と等しい。

②両部門の資本の増大率， したがって，利 

潤率は相互に等しいが，それによって規定さ 

れる労働力需要の増大率と労働力人口の増大 

率とは異なっている。

③両部門の資本の増大率， したがって，利 

潤率は相互に異なっており，両部門の総計で 

の労働力需要の増大率も，労働力人口の増大 

率と異なっている。

という3 つの可能性を含むことになる。

本稿では，①の想定によって均衡蓄積軌道 

の安定性の問題を考えたのである。これに対 

して，②，③の想定をおこなうときには，本 

稿では捨象された，資本の増大率，ないし労 

働力需要の増大率と労働力人口の増大率との 

乖離からうみだされる賃金率の変化が，利潤

( 3 ) 以上の議論は，問題の2 財が代替財であるか補完財であるかという議論と同型的である。

なお，S h i n k a i〔1960〕では不安定性のいきつく所として，々がゼロあるいは無限大になることを 

考えているが，両部門の利潤率を明示して，資本量の部門間比率を変えていくような資本家の投資 

行動を考えれば，その前にいずれかの部門の利潤率がゼロになってしまうことになるのである。
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率に変イ匕を与え，そのことが，資本の増大率， 

ないし労働力需要の増大率に反作用を与えて 

いく関係を問うことが主眼となる。 しかし， 

利潤率の変化を媒介としての，賃金率の変イ匕 

と資本の増大率の変化との相互の影響関係， 

ないし同じことであるが，労働分配率の変イ匕 

と雇用率の変化との相互の影響関係を端的に 

問うためには，部門分割をおこなう必要はな 

い。 1 部門の経済を考えた「捕食者一被食 

者」のモデル（ハロッド中立的な技術進歩を考 

慮したものとして，G o o d w i n〔1982〕）がそれ 

に答える設定にあたることになるのである。

したがって，逆に，前稿で考えた「順調な 

拡大再生産軌道」の安定性の問題の端的な拡 

張として，均衡蓄積軌道の安定性の問題を問 

うときには，①の想定によることができるの 

である。 しかし，その点は，均衡蓄積軌道の 

安定性ないし不安定性が，両部門の労働の資 

本装備率の大きさ如何によって決定されると 

いう，本稿によっても再確認された結論が， 

限定された意味合いのものであることをもし

めしている。すなわち，それは，利潤率の変 

化を媒介としての，賃金率の変化と資本の増 

大率の変化との相互の影響関係が，経済に循 

環の運動をもたらしうることを捨象したうえ 

での結論であることになるのである。

(経済学部教授）
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